
一

（
外
交
防
衛
委
員
会
）

所
得
に
対
す
る
租
税
に
関
す
る
二
重
課
税
の
回
避
の
た
め
の
日
本
国
と
ス
イ
ス
と
の
間
の
条
約
を
改
正
す
る
議

定
書
の
締
結
に
つ
い
て
承
認
を
求
め
る
の
件
（
閣
条
第
三
号
）
（
衆
議
院
送
付
）
要
旨

こ
の
議
定
書
は
、
一
九
七
一
年
（
昭
和
四
十
六
年
）
に
効
力
を
生
じ
、
二
〇
一
一
年
（
平
成
二
十
三
年
）
に
一
部
改
正
さ
れ

た
我
が
国
と
ス
イ
ス
と
の
間
の
現
行
の
租
税
条
約
を
部
分
的
に
改
正
す
る
も
の
で
あ
り
、
二
〇
二
一
年
（
令
和
三
年
）
七
月
十

六
日
に
ベ
ル
ン
で
署
名
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
。
こ
の
議
定
書
は
、
前
文
、
本
文
十
九
箇
条
及
び
末
文
か
ら
成
り
、
そ
の
主
な
内

容
は
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

一
、
事
業
利
得
に
つ
い
て
、
外
国
法
人
又
は
非
居
住
者
の
支
店
等
（
恒
久
的
施
設
）
に
帰
属
す
る
事
業
利
得
に
対
す
る
課
税
に

お
い
て
、
本
支
店
間
の
内
部
取
引
を
よ
り
厳
格
に
認
識
す
る
規
定
に
改
正
す
る
。

二
、
配
当
に
対
す
る
源
泉
地
国
に
お
け
る
税
率
に
つ
い
て
、
株
式
保
有
割
合
十
パ
ー
セ
ン
ト
以
上
か
つ
株
式
保
有
期
間
三
百
六

十
五
日
以
上
の
親
子
会
社
間
の
場
合
は
免
税
、
そ
の
他
の
場
合
は
十
パ
ー
セ
ン
ト
を
超
え
な
い
も
の
と
す
る
。

三
、
利
子
に
つ
い
て
、
源
泉
地
国
免
税
と
す
る
。

四
、
条
約
の
規
定
の
適
用
に
関
す
る
紛
争
の
円
滑
な
解
決
を
図
る
観
点
か
ら
、
納
税
者
に
よ
り
申
し
立
て
ら
れ
た
課
税
事
案
が



二

権
限
の
あ
る
当
局
間
の
検
討
（
相
互
協
議
）
で
解
決
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
場
合
に
お
け
る
仲
裁
手
続
の
規
定
を
導
入
す

る
。

五
、
条
約
の
特
典
の
濫
用
を
防
止
す
る
た
め
の
規
定
を
国
際
標
準
に
沿
っ
た
内
容
に
改
正
し
、
条
約
の
特
典
を
受
け
る
こ
と
が

取
引
等
の
主
要
な
目
的
の
一
つ
で
あ
っ
た
と
認
め
ら
れ
る
場
合
に
つ
い
て
、
条
約
の
特
典
を
認
め
な
い
規
定
を
設
け
る
。

六
、
各
締
約
国
は
、
他
方
の
締
約
国
に
対
し
、
外
交
上
の
経
路
を
通
じ
て
、
書
面
に
よ
り
、
こ
の
議
定
書
の
効
力
発
生
の
た
め

に
必
要
と
さ
れ
る
国
内
手
続
が
完
了
し
た
こ
と
を
確
認
す
る
通
告
を
行
う
。
こ
の
議
定
書
は
、
遅
い
方
の
通
告
が
受
領
さ
れ

た
日
の
後
三
十
日
目
の
日
に
効
力
を
生
ず
る
。


